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総務省統計局が実施する統計調査の結果は、国際社会全体で取り組む「持続
可能な開発目標（SDGs）」のSDGグローバル指標としても活用されています。
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　総務省統計局は、政府統計の中核として、国勢調査や経済センサスを始め、
労働力調査、家計調査など重要な統計を作成することを通じて社会経済の
実態を把握し、我が国の情報基盤となる統計情報を多角的に提供しています。

　令和４年については、労働力調査や家計調査など経常的に行っている統計
調査のほかに、就業構造基本調査を実施します。
　就業構造基本調査は、国民の就業及び不就業の状態を調査し、全国及び
地域別の就業構造を明らかにする統計調査です。

　調査結果は、国や地方公共団体における各種の行政施策を立案するための
基礎資料として用いられるほか、国民の共有財産として、研究・教育活動、経済
活動などの幅広い分野で利用されています。

　「明日への統計2022」では、今年度予定している統計調査を紹介するとともに、
統計局が作成する統計調査の結果から、我が国の社会・経済の状況を分かり
やすく示す図表をピックアップして作成しました。

　また、統計局では、統計局のホームページや「政府統計の総合窓口（e-Stat）」、
「統計GIS～地図で見る統計（ jSTAT MAP）～」、「統計ダッシュボード」など、統計
情報を多角的に提供するとともに、社会全体の統計リテラシーの普及・啓発に
向けて、「データサイエンス・オンライン講座」、小・中学生向け検索サイト「キッズ
すたっと～探そう統計データ～」、統計学習サイト「なるほど統計学園」など人材
育成のための取組や教育現場等での統計学習に役立つサイトの提供を行って
おり、その利用方法についても分かりやすく紹介しています。

　本冊子が、統計局が行う統計調査への御理解をより深めていただく一助とな
れば幸いです。

※この冊子の内容は、統計局のホームページからも御覧になれます。

明日への統計 2022 検索
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東洋大学経済学部准教授　川上淳之

　私たちの働く環境を客観的に把握するには、「統計」
を利用する必要があります。その統計の１つである「労
働力調査」から、私たちは、失業状態にある人や非正規
雇用として働く人なども含め雇用全体の状況を知るこ
とができます。この調査は毎月行われている調査なの
で、直近の雇用環境を知ることができます。
　ただ、「労働力調査」で知ることができる情報には限
界があり、初職（最初に就いた仕事）の情報や、育児・介
護の状況に関する情報を知ることができません。また、
集計される地域別の情報は、地方（東北地方や四国地
方などの）別であり、都道府県の比較は推計された値の

み提供されます。産業や職業の分類も細かい内容も分
かりません。
　詳細な質問項目、細かい分類にわたる情報を提供す
るのが、「就業構造基本調査」です。例えば、２つ以上の
仕事を持つ副業をしている人の人数も、「就業構造基本
調査」から把握されます。
　ただし、この調査は「労働力調査」と比べて多くの人
に調査をするため（「労働力調査」が４万世帯10万人で
あるのに対して、「就業構造基本調査」は54万世帯
108万人に及びます。）、5年に1回という頻度で実施さ
れます。

　前回の「就業構造基本調査」は2017年に実施され
ました。次回の調査は今年2022年です。この期間、私
たちの働く環境に大きな変化がもたらされました。１つ
は、近年進められた「働き方改革」です。この「働き方改
革」の中で、長時間労働の是正、同一労働同一賃金、在
宅勤務・短時間勤務制度・フレックスタイム制、副業な
どが推進されました。
　もう１つの大きな変化は、2020年以降の新型コロナ

ウイルスによってもたらされました。感染防止対策の影
響を受けた人々の中には、就業時間が短縮されたり、休
業状態におかれたり、離職を余儀なくされた方もいま
す。このような仕事が制限された人の中には、副業を始
めた人もいると考えられます。また、感染防止のために
職場に移動できない状況は、在宅勤務を促進したと考
えられます。

働く環境を明らかにする「就業構造基本調査」

2017年から2022年の大きな変化

　5年間の大きな変化を受けて、次回の「就業構造基本
調査」の調査票に、新しい質問項目が加えられます。こ
れまでは仕事の内容や就業時間などまでは聞かれてい
なかった副業について、就業時間や職業などの詳細を
把握することができるようになります。副業には、兼業
農家やバイトの掛け持ち、役者を目指す若者のコンビニ
バイトも含まれており、その内容は多様なものです。その
実態把握に、この変更は大きな意味を持っています。
　テレワークの利用状況と利用場所も新しい質問項目

として追加されます。この変更により、コロナ禍で広がっ
たと考えられるテレワークが、実際にどのような産業・
職業で行われているかを把握できるようになります。
　この数年の間に生じた私たちの働き方の変化を捉え
るために、「令和４年就業構造基本調査」は大きな役割
を果たすと考えられます。政策決定や学術研究、ビジネ
ス用途にこれらの調査結果が幅広く利用されることが
期待されます。

「就業構造基本調査」の新しい取組

今年度実施予定の主要統計調査

令和 4 年就業構造基本調査

特集

「令和 4 年就業構造基本調査」への期待
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　就業構造基本調査は、統計法（平成19 年法律第 53号）に基づき、国民の就業及び不就業の状態を
調査し、全国及び地域別の就業構造に関する基礎資料を得ることを目的としています。
　本調査は、1956年に創設以降、1982年までは概ね３年ごと、1982年以降は５年ごとに行っており、
2022年調査は18回目に当たります。

調査の目的

　2023年７月末までに、e-Stat、統計
局ホームページなどによって公表します。

結果の公表

　就業構造基本調査の結果は、働き方改革や女性活躍推
進に向けた取組、職業能力開発計画策定の基礎資料とな
るなど、国や地方公共団体における各種行政施策に欠か
すことのできない重要な資料となります。

結果の利用

調査の期日

　2022年10月１日現在で行います。 　無作為に選定した約54万世帯の15歳以上の
世帯員約108万人です。

調査の対象

　国民の就業・不就業について調査します。

調査事項

男女の別、就学状況、職業訓練・自己啓発の有無、育児・介護の状況等

仕事の内容、就業日数・時間、テレワークの状況、副業の状況、転職又は追加就業の希望の有無等

就業希望の有無、希望職種、求職活動の状況、就業を希望しない理由等

全ての人

ふだん仕事をしている人

ふだん仕事をしていない人

　調査は、調査員が調査世帯ごとに調査書類を配布し、インターネットで
回答する方法、郵送により調査票を提出する方法又は調査員に調査票を
提出する方法により行います。

調査の方法

調査の流れ

調査の方法

調査は、次の流れによって行います。

総務省 都道府県 市町村 指導員 調査員 報告者

1

2

令和４年就業構造基本調査の概要
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集

今
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総数

山形県

順位 都道府県 有業率 都道府県 有業率 都道府県
福井県

富山県
島根県
長野県
石川県
秋田県
東京都
静岡県
新潟県
全国

有業率
1
2
3
4
5
6
7
7
7
10

ー

80.3
79.7
79.1
79.0
78.4
78.2
77.8
77.8
77.8
77.7

76.0

福 井県
愛知県

山形県
東京都
滋賀県
静岡県
三重県
神奈川県
長野県
岐阜県
全国

85.4
85.1
84.9
84.8
84.8
84.7
84.7
84.4
84.3
84.2

83.3

島 根県
福井県

山形県
富山県
石川県
鳥取県
高知県
長野都
新潟県
佐賀県
全国

75.4
74.5
74.3
74.0
73.7
73.7
73.6
72.3
71.8
71.8

68.5

順位
1
2
3
4
4
6
6
8
9
10

ー

順位
1
2
3
4
5
5
7
8
9
9

ー

男 女
(%)上位10都道府県

78以上（6）
76以上78未満（22）
74以上76未満（11）
74未満（8）

(%)、（ ）は分布数

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

０.0

45.945.9

15～24歳15～24歳 25～29歳25～29歳 30～34歳30～34歳 35～39歳35～39歳 40～44歳40～44歳 45歳以上45歳以上

62.062.060.060.0
64.164.1

68.968.9 70.970.9

37.5

47.7
51.2 53.2 56.7

61.5

(%)

2017年
2012年

注　「育児をしている」とは、小学校入学前の未就学児を対象とした育児（乳幼児の世話や見守りなど）をいい、
　　孫やおい・めい、弟妹の世話などは含まない。

　15歳以上人口について、就業状態、育児の有無別にみ
ると、育児をしている者は1112万人で、うち有業者は
881万１千人、無業者は230万９千人となっています。
　育児をしている者について、女性の有業率をみると、

「45歳以上」が70.9％と最も高く、次いで「40～44歳」
（68.9％）、「35～39歳」（64.1％）などとなっています。
　2012年と比べると、育児をしている女性の有業率は全
ての年齢階級で上昇しています。

年齢階級別育児をしている女性の有業率（2012年、2017年）

育児をしている女性の有業率は、全ての年齢階級で上昇

注　有業率（生産年齢人口）＝15～64歳の有業者数÷15～64歳の人口×100
資料：就業構造基本調査

　生産年齢人口（15～64 歳）の有業率（全国 76.0％）を
都道府県別にみると、福井県が 80.3％と最も高く、次いで
山形県（79.7％）、富山県（79.1％）などとなっています。
　男女別にみると、男性（全国 83.3％）は、愛知県が
85.4％と最も高く、次いで福井県（85.1％）、山形県
（84.9％）などとなっています。

　女性（全国68.5％）は、福井県が75.4％と最も高く、
次いで島根県（74.5％）、山形県（74.3％）などとなって
います。

都道府県別有業率（2017年）-生産年齢人口

有業率（生産年齢人口）が最も高いのは福井県

資料：就業構造基本調査
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（千人、%、ポイント)

40歳
未満
40歳
未満

40～
49歳
40～
49歳

50～
54歳
50～
54歳

55～
59歳
55～
59歳

60～
64歳
60～
64歳

65～
69歳
65～
69歳

　70歳
以上
　70歳
以上

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

０.0

(%)

40歳
未満
40歳
未満

40～
49歳
40～
49歳

50～
54歳
50～
54歳

55～
59歳
55～
59歳

60～
64歳
60～
64歳

65～
69歳
65～
69歳

　70歳
以上
　70歳
以上

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

０.0

(%)

2017
年

2012
年

増減

男女

従業場の地位
・　  

雇用形態

実数

起業者総数 自営業主
の起業者

会社などの
役員の起業者

割合

起業者総数 自営業主
の起業者

会社などの
役員の起業者

総数

男

女

総数

男

女

総数

男

女

100.0

100.0

82.1

17.9

ー

80.7

19.3

-1.4

1.4

100.0

100.0

79.9

20.1

78.5

21.5

ー

-1.4

1.4

100.0

100.0

12.1

87.9

13.7

86.3

ー

-1.6

1.6

1,340.8

1,156.9

183.9

1,455.8

1,279.0

176.8

-115.0

-122.1

7.1

3,430.1

2,691.6

738.5

3,682.4

2,941.7

740.7

-252.3

-250.1

-2.2

4,770.9

3,848.5

922.4

5,138.2

4,220.7

917.5

-367.3

-372.2

4.9

男 女

2012年

2017年

2012年

2017年

資料：就業構造基本調査

　「自営業主」及び「会社などの役員」のうち起業者につい
てみると、477万１千人で、うち「自営業主」の起業者は
343万人、「会社などの役員」の起業者は 134万１千人と
なっています。
　男女別にみると、男性の起業者は384万９千人（起業者

に占める割合80.7％）、女性の起業者は92万２千人（同
19.3％）となっており、男性が約８割となっています。
　2012年と比べると、女性の起業者の割合が1.4ポイン
ト上昇しています。

男女、従業上の地位・雇用形態別起業者数及び割合
（2012年、2017年）

起業者は477 万１千人、約８割が男性で占める

　15 歳以上人口について、介護をしている者は627万６
千人で、うち有業者は 346 万３千人となっています。
　介護をしている者について、男女別の有業率をみると、
男性は 65.3％、女性は49.3％となっています。年齢階級
別にみると、男性は「55～59 歳」が 87.8％と最も高く、
女性は「40～49 歳」が 68.2％と最も高くなっており、
2012年と比べると、介護をしている女性の有業率は「70

歳以上」を除く全ての年齢階級で上昇しています。

男女、年齢階級別介護をしている者の有業率（2012年、2017年）

介護をしている女性の有業率は、
「70歳以上」を除く全ての年齢階級で上昇

資料：就業構造基本調査
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男 女

65歳以上人口

15～64歳人口

15歳未満人口

　 81歳：
日中戦争の動員による
1938年～1939年の出生減

　 74、75歳：
第２次世界大戦終戦（1945年）
前後における出生減

　 54歳：
ひのえうま（1966年）の出生減

　 71～73歳：
1947年～1949年の
第１次ベビーブーム

　 46～49歳：
1971年～1974年の
第2次ベビーブーム

男　　女
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1920年 1965年 2020年 将来推計人口（2050年）

（万人）
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（万人）
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（万人）
150 100 50 50 100 1500

（万人）
150 100 50 50 100 1500

2020年
2020 年の人口ピラミッドは、第２次ベビー
ブームの1970年代前半における出生数の増
加とその後の出生数の減少を反映し、66～
68 歳及び 41～ 44 歳をピークとする２つの
膨らみを持ち、その下がすぼまった細長い「つ
ぼ」のような形となっています。

1965年
1965年の人口ピラミッドは194
7～1949年の第１次ベビーブー
ム後に出生数が減少したため、16
～18 歳をピークとする大きな膨
らみを持ち、その下の年齢階級が
すぼまった形となりました。

1920年
1920 年の人口ピラミッド
は、若い年齢ほど人口が多
く裾野の広い、正に「ピラ
ミッド」のような形をして
おり、1950年頃まではこ
の形が続いていました。

　人口の年齢構成の変化は、人口ピラミッドの形の変化に明白に現れています。

人口ピラミッドの推移

人口の年齢構成は時代とともに大きく変化

人口ピラミッド（2020年10月１日現在）

2020年10月１日現在の日本の人口は１億2614万６千人

注　不詳補完値による。
資料：国勢調査結果

注　2020年は不詳補完値による。
資料：1920年、1965年、2020年は国勢調査結果
　　　2050年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位（死亡中位）推計） 
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資料：国勢調査結果

　都道府県別の人口をみると、最も多いのは東京都の
1404万８千人で、全国の人口の11.1％を占めており、東
京都に埼玉県、千葉県及び神奈川県を加えた「東京圏」の
人口は、3691万４千人で、全国の人口の約３割（29.3％）
を占めています。
　2015年から人口が増加しているのは８都県で、増加率

は東京都（3.9％）が最も高く、次いで沖縄県（2.4％）、神
奈川県（1.2％）などとなっています。一方、39道府県では
人口が減少しており、減少率が最も高いのは秋田県
（6.2％）で、次いで岩手県（5.4％）、青森県（5.4％）などと
なっています。

都道府県別人口増減率
（2010年～2015年、2015年～2020年）

東京圏の人口は全国の約3割

資料：国勢調査結果

　日本の人口は、2020年10月１日現在、１億2614万６
千人で、2015年から94万９千人、率にして0.7％の減少
となりました。
　国勢調査は、1920年に第１回調査が行われ、その後５年

ごとに実施し、我が国の人口や世帯の実態を明らかにし
てきました。調査開始以来、一貫して増加してきた人口
は、前回の2015年調査で初めて減少となり、2020年も
引き続き減少となりました。

人口及び人口増減率の推移（1920年～2020年）

日本の人口は 2015 年に引き続き減少
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資料：国勢調査結果
　　　都道府県市区町村境界は、「国土数値情報（行政区域及び湖沼データ）」（国土交通省）を加工して作成。

市区町村別人口増減率（2015年～2020年） 都市部では
増えているね

減
少
し
て
い
る

　
　

地
域
が
多
い
な
ぁ
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資料：住民基本台帳人口移動報告結果

　東京都と他の道府県の間の転入・転出の状況をみる
と、2021年の道府県別の東京都の転入超過数は、41道
府県で転入超過、５県で転出超過となっています。前年に
比べ東京都の転出超過数が拡大しているのは、東京都に
隣接する神奈川県、埼玉県及び千葉県の３県となり、縮
小しているのは、沖縄県となっています。茨城県は、2020
年の転入超過から転出超過へ転じています。一方、前年

に比べ東京都の転入超過数が拡大しているのは、広島
県、三重県などの10府県、縮小しているのは、山梨県、福
岡県、群馬県など31道府県となっています。
　東京都への集中が緩和された要因は、37府県からの
転入が減る一方で、東京都の近隣県への転出が増えたこ
とによるものです。

道府県別の東京都の転入超過数（2020年、2021年）

※　日本国内の移動における日本人及び外国人の移動者数
注１　1954年から2013年までは、日本人のみ
注２　東京都特別区部については，1958年から集計を開始
資料：住民基本台帳人口移動報告結果

　2021年に市区町村の境界を超えて住所を移した人※
をみると、転入者数から転出者数を引いた転入超過数
は、東京圏が8万1699人、東京都が5433人と共に転入
超過となったものの、2020年から２年連続で縮小とな
りました。また、東京都特別区部は2020年の転入超過か

ら、１万4828人の転出超過へと転じており、転出超過と
なるのは外国人を含む集計を開始した2014年以降初め
て、日本人のみで見ても1996年以来25年ぶりとなりまし
た。新型コロナウイルス感染症の影響もあり、東京圏への
集中緩和の動きが見られます。

東京圏、東京都及び東京都特別区部の転入超過数の推移
（1954年～2021年）

東京への集中が緩和
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※　外国人のうち無国籍及び国名「不詳」を含む。
資料：国勢調査結果

注　2015年及び2020年の人口は不詳補完値による。
　　なお、1975年～2010年の割合は、総人口から日本人・外国人の別「不詳」を除いて算出
資料：国勢調査結果

図２　国籍別外国人人口の割合
の推移（2005年～2020年）

図１　外国人人口及び総人口に
占める外国人人口の割合
（1950年～2020年）

　日本に住む外国人人口は増加傾向が続いており、特に
1990年以降の増加が著しく、2020年には総人口の
2.2％を占めています（図１）。
　また、国籍別に外国人人口をみると、「中国」が66万７
千人（総数の27.8％）と最も多く、次いで「韓国，朝鮮」が
37万５千人（15.6％）、「ベトナム」が32万１千人（13.4％）

などとなっています。
　総数に占める割合を2015年と比べると、「韓国，朝鮮」
が21.5％から15.6％に低下、「中国」が29.2％から
27.8％に低下しているのに対し、「ベトナム」が5.0％から
13.4％と8.4ポイントの上昇となり、2015年に引き続き
上昇しています（図２）。

外国人人口は増加傾向

※　2020年の人口による。
資料：United Nations, "World 
Population Prospects, The 2019 
Revision"による年央推計値。
ただし、日本は国勢調査の結果による。

　国際連合の推計によると、
2020年の世界の人口（年央
推計）は77億95百万人となっ
ており、最も人口の多い国は
中国で、次いでインド、アメリ
カと続き、日本はメキシコに次
いで11番目となっています。

世界各国の人口及び人口増加率（2010年～2020年）-人口上位20か国※

日本の人口は世界で 11番目
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資料：住宅・土地統計調査結果

　住宅の所有の関係別割合を都道府県別にみると、持ち
家の割合（以下「持ち家住宅率」という。）が最も高いのは、
秋田県の77.3％で、次いで富山県が76.8％、山形県と福
井県が74.9％、岐阜県74.3％などとなっており、東北地
方の日本海側や北陸地方で高くなっています。

　一方、持ち家住宅率が最も低いのは、沖縄県の44.4％
で、次いで東京都が45.0％、福岡県が52.8％、大阪府が
54.7％、北海道が56.3％などとなっており、大都市のあ
る都道府県で低くなっています。

都道府県別持ち家住宅率（2018年）

持ち家住宅率が最も高いのは秋田県

　空き家率を都道府県別にみると、最も高いのは、山梨県
の21.3％で、次いで和歌山県が20.3％、長野県が19.6％、
徳島県が19.5％、高知県が19.1％などとなっています。
　一方、空き家率が最も低いのは、埼玉県の10.2％で、次
いで沖縄県が10.4％、東京都が10.6％などとなっており、

全ての都道府県で空き家率は10％を上回っています。
　空き家のうち、別荘などの二次的住宅を除いた空き家率
では、和歌山県が18.8％と最も高く、次いで徳島県が
18.6％、鹿児島県が18.5％などとなっています。

都道府県別空き家率（2018年）

甲信、四国地方で高い空き家率

資料：住宅・土地統計調査結果
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　子どもがいる世帯のうち、６歳未満の子どもがいる世
帯について、過去20年間の夫と妻の家事時間及び育児
時間※1の推移をみると、夫の家事時間は2016年は17
分で1996年と比べて12分増加、育児時間は49分で31

分増加しています。一方、妻の家事時間は３時間７分で１
時間１分の減少、育児時間は３時間45分で１時間２分
の増加となり、初めて※2育児時間が家事時間を上回りま
した。

６歳未満の子どもを持つ夫・妻の家事時間、育児時間の推移
（1996年～2016年）-週全体、夫婦と子どもの世帯

６歳未満の子どもを持つ世帯の妻は、過去20年間で家事時間が
１時間１分減少する一方、育児時間が１時間2分増加

※１　該当する種類の行動をしなかった人を含む全員の平均時間
※２　「家事」「育児」の時間を分けて把握を開始した1986 年調査以降
資料：社会生活基本調査結果
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完全失業率（　左目盛）
有効求人倍率※１（　右目盛）
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2.0

1.8
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1.2

1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

0.0

(倍)
2021年
1.13倍

2021年
2.8％

2002年
5.4％
過去最高

11
※2

資料：労働力調査（基本集計）結果

　完全失業率は、2020年３月まで２％台前半で推移し
ていましたが、新型コロナウイルス感染症の影響下にお
いて、2020年４月以降上昇傾向となり、2020年10月に
は3.1％となりました。

　その後、2021年は、３月にかけて2.7％まで低下し、
５、６月に一時2.9％となりましたが、12月時点では
2.7％となっています。

完全失業率（季節調整値）の推移（2019年１月～2021年12月）

※１　新規学卒者を除き、パートタイムを含む。
※２　2011年の完全失業率は補完推計値
資料：労働力調査（基本集計）結果、職業安定業務統計結果（厚生労働省）

　完全失業率は、2021年平均で2.8％と、前年と同率となりました。

完全失業率と有効求人倍率（1992年～2021年）

完全失業率は前年と同率
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宿泊業，
飲食

サービス業
医療，福祉

1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11

1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11

資料：労働力調査（基本集計）結果

　主な産業の就業者数の対前年同月増減をみると、「宿
泊業，飲食サービス業」は2020年１月から2021年５月
まで17か月連続で減少しました。2021年12月は前年
同月に比べると２万人の減少となっていますが、2019年

12月に比べ30万人減少と、依然として新型コロナウイル
ス感染症の感染拡大前より低い水準となっています。
一方、「医療，福祉」は2020年８月から2021年12月

まで17か月連続で前年同月に比べ増加しています。

主な産業の就業者数の推移（2019年１月～2021年12月）

就業者数（対前年同月増減）は
「宿泊業，飲食サービス業」で減少、「医療，福祉」で増加

資料：労働力調査（基本集計）結果

　就業者数の対前年同月増減をみると、2020年３月までは増加していましたが、新型コロナ
ウイルス感染症の影響下において、2020年４月から2021年３月まで減少しました。
　その後、2021年４月に増加に転じたものの、2021年10月以降は再び減少しました。

就業者数の推移（2019年１月～2021年12月）

就業者数（対前年同月増減）は2021年４月に増加に転じたものの、
2021年10月以降は再び減少
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全国平均
11.9％

沖縄県
16.6％

日本
2020年
11.9％

　2020年の総人口に占める子どもの割合をみると、沖縄県が16.6％と最も高く、次いで滋賀県が13.6％、佐賀県が
13.5％などとなっています。
　一方、秋田県が9.7％と最も低く、次いで青森県が10.5％、北海道が10.7％などとなっています。

都道府県別子どもの割合（2020年）

子どもの割合は沖縄県が最も高く16.6％

注　日本の2015年及び2020年は不詳補完値により算出。2010年以前は分母から不詳を除いて算出
資料：United Nations, "World Population Prospects, The 2019 Revision"による年央推計値。ただし、日本は国勢調査の結果による。

　総人口に占める子ども（15歳未満人口。
以下同じ。）の割合の推移をみると、1980
年以降低下傾向で推移し、1990年には
20％を、2000年には15％を下回り、
2020年は11.9％まで低下しました。
　諸外国と比べると、日本は韓国（12.5％）
及びイタリア（13.0％）よりも低く、世界で
最も低い水準となっています。

子どもの割合の推移（1950年～2020年）-諸外国との比較

子どもの割合は世界で最も低い水準

注　不詳補完値による。
資料：国勢調査結果
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46.1

33.5

25.0
16.9

62.2

行動者率（　右目盛）

平均行動日数（　左目盛）

8.7

資料：社会生活基本調査結果
※１　行動者率とは、過去１年間に該当する種類の活動を行った人の割合（％）
※２　平均行動日数とは、該当する種類の活動を行った人について平均した過去１年間の行動日数

　「ＣＤ・スマートフォンなどによる音楽鑑賞」について、年齢階級別に行動者率※1
及び行動者の平均行動日数※2をみると、15～24歳の各年齢階級では行動者率が
約８割、平均行動日数は200日を超えており、行動者率、平均行動日数共に高い水
準となっています。

「CD・スマートフォンなどによる音楽鑑賞」の年齢階級別行動者率
及び平均行動日数（2016年）

「CD・スマートフォンなどによる音楽鑑賞」は15～24歳で
行動者率が約８割、平均行動日数は200日以上と高い水準

注　2015年及び2020年は不詳補完値に
　　より算出
　　2010年以前は分母から不詳を除いて算出
資料：国勢調査結果

　25歳から44歳までの年齢（10歳
階級）、男女別人口に占める未婚の割
合をみると、2020年はいずれの年齢
区分においても2015年を上回って
おり、上昇傾向が続いています。

25歳から44歳までの年齢（10歳階級）、
男女別人口に占める未婚の割合の推移（1950年～2020年）

未婚の割合は男女共に上昇傾向
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2020年
28.6％

注　1970年までは、沖縄県を含まない。
資料：1950年～2015年は「国勢調査」（年齢不詳をあん分した人口）。2020年は「国勢調査」（不詳補完値による。）。
　　  2025年以降は「日本の将来推計人口-平成29年４月推計」中位推計（国立社会保障・人口問題研究所）から作成

　2020年10月１日現在の高齢者人口（65歳以上人口。
以下同じ。）は3603万人、総人口に占める割合は28.6％
となり、2015年に比べ、人口、割合共に、増加、上昇とな
りました。

　総人口に占める高齢者人口の割合の推移をみると、
1950年以降上昇傾向が続いており、1985年に10％、
2005年に20％を超え、2020年は28.6％となりました。
　この割合は今後も上昇を続け、2025年には30.0％と
なり、2040年には35.3％になると見込まれています。

高齢者人口及び割合の推移（1950年～2040年）

総人口が減少する中で、高齢者人口は増加傾向が続く

調
査
結
果
か
ら
わ
か
る
こ
と

高
齢
者
の
く
ら
し

５

17

5 高齢者のくらし



30.0

28.0

26.0

24.0

22.0

20.0

18.0

16.0

14.0

12.0

10.0

0.0

男性
女性

（%）

1996年

28.728.7
27.627.6

22.322.3

19.319.3
20.220.2

13.013.0

15.515.5

19.119.1

24.824.8

27.427.4

2001年 06 11 16

25

20

15

10

5

0

（千円） （%）
1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

0.0
40歳未満 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

支出金額（　左目盛）

消費支出に
占める割合
（　右目盛）

※　行動者率とは、過去１年間に該当する種類の活動を行った人の割合（％）
資料：社会生活基本調査結果

　65歳以上の高齢者について、「学習・自己啓発・
訓練」の男女別の行動者率※の推移をみると、男性
の行動者率は上昇傾向で推移しており、2016年は
28.7%で1996年と比べて8.5ポイント上昇してい
ます。一方、女性の行動者率は一貫して上昇を続け
ており、2016年は27.4%で1996年と比べて
14.4ポイントの大きな上昇となっています。

※　スポーツ施設使用料は、「ゴルフプレー料金」、「スポーツクラブ使用料」、「他のスポーツ施設使用料」の合計
資料：家計調査結果

　フィットネスクラブなどの「スポーツ施設使用料」の支出金額についてみると、60歳代の世帯の支出が最も多く、最も少
ない40歳未満の世帯の約4.0倍になっています。なお、消費支出に占める「スポーツ施設使用料」の割合も60歳代の世帯
が最も高くなっています。

世帯主の年齢階級別１世帯当たり年間のスポーツ施設使用料
（2021年平均）-二人以上の世帯

60歳代で多いスポーツ施設使用料

高まる65歳以上の「学習・自己啓発・訓練」への活動

学習・自己啓発・訓練の男女別行動者率の推移
（1996年～2016年）-65歳以上
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被服及び履物住居

教育

光熱・水道

保健医療

資料：家計調査結果

　2021年の消費支出を新型コロナウイルス感染症の影
響がない2019年と比べると、巣ごもり需要の増加や感染
予防への意識の高まりに伴い、調理食品や、マスクを始め
とした衛生用品などの消費が前年に引き続き堅調となり

ました。一方で、外出機会が引き続き減少していることなど
により、外食、交通、旅行、洋服などの関連消費が低調とな
りました。

10大費目別対前々年実質増減率（2021年平均）-二人以上の世帯

前年に引き続き巣ごもり需要などが堅調な一方で、
外出に伴う消費が低調

資料：家計調査結果（季節調整値は、2021年12月分公表時のもの）

　二人以上の世帯における消費支出の動向について、季
節性や物価変動の影響を取り除いた消費水準（季節調整
済実質指数、2020年＝100）の推移をみると、2021年

も前年に引き続き新型コロナウイルス感染症の影響を受
けて推移しました。中でも、２回目の緊急事態宣言が発出
された１月や、新規陽性者が急激に増えた８月は、消費支
出が大きく落ち込みました。

消費支出（季節調整値）の推移（2019年１月～2021年12月）
-二人以上の世帯

2021年の消費支出は、
前年に引き続き新型コロナウイルス感染症の影響を受ける
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保健・医療

6,000以上 (7)
5,500以上 6,000未満 (15)
5,000以上 5,500未満 (14)
5,000未満 (11)

（千円）、（ ）は分布数
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東京都
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2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24

6,297
6,154
6,134
6,124
6,088
6,043
6,027
5,953
5,951
5,908
5,883
5,871
5,821
5,801
5,704
5,666
5,659
5,626
5,601
5,580
5,575
5,517
5,493
5,423

都道府県順位 年間収入（千円）
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47

都道府県順位 年間収入（千円）

ネットショッピング
支出金額
（月平均額）
14,332円

旅行関係費
23.8%
注1

注3

注3

注2

注4 注4

食料
13.9%

衣類・履物
10.9%

チケット以外の
教養関係費

5.7%
チケット

保険

贈答品

その他
19.5%

家電
家具
8.7%

・

4.8%

4.7%

4.1%

4.0%

旅行
関係費
10.1%

ネットショッピング
支出金額
（月平均額）
16,339円

食料
19.0%

家電・家具
11.9%

衣類・履物
11.9%

注2チケット以外の教養関係費

7.1%

チケット
1.9%

保健・医療

保険

贈答品

その他
23.2%

5.2%

4.9%

4.8%

注1

福
岡大
分

佐
賀

長
崎

沖
縄

京都

奈
良

大
阪

兵
庫

山
口

鳥取
岡山広島

香川
徳島

愛媛
宮
崎

熊
本
鹿児島

高知

島根

和歌山

福島

埼玉

富山

愛知

福井

東京山梨
静
岡

長
野岐

阜

新
潟

石
川

滋
賀

三
重

神奈川

栃
木

群
馬 茨

城

千
葉

秋田

青森

山
形

岩手

宮城

北海道

2019年平均 2020年平均

注１　旅行関係費：「宿泊料」、「運賃」及び「パック旅行費」の合計
注２　チケット以外の教養関係費：「書籍」、「音楽・映像ソフト、パソコン用ソフト、ゲームソフト」及び「デジタルコンテンツ」の合計
注３　保健・医療：「医薬品」及び「健康食品」の合計
注４　その他：「化粧品」、「自動車等関係用品」及び「上記に当てはまらない商品・サービス」の合計
資料：家計消費状況調査結果

　2020年の二人以上の世帯におけるネットショッピング
による支出金額は16,339円で、前年に比べ14.0％の増加
になりました。
　内訳をみると、「食料」が13.9％から19.0％に、「家電・
家具」が8.7％から11.9％に、音楽・映像やゲームソフトな
どの「チケット以外の教養関係費」も5.7％から7.1％とその

割合を伸ばしています。一方、「旅行関係費」は23.8％から
10.1％に、「チケット」も4.8％から1.9％となり割合が低下
しました。
　このように、新型コロナウイルス感染症のまん延に伴う
巣ごもり需要の増加や外出自粛により、ネットショッピング
の利用状況に大きな変化が見られます。

ネットショッピングの支出額に占める主な項目の支出割合
(2019年、2020年)-全国（二人以上の世帯）

新型コロナウイルス感染症の影響で変化するネットショッピング

　2019年※の都道府県別年間収入（総世帯）をみると、東京都が629.7万円と最も多く、次いで神奈川県、愛知県、富山
県などとなっています。一方、沖縄県が423.3万円と最も少なく、次いで鹿児島県、高知県、北海道などとなっています。

都道府県別年間収入（2019年※）-総世帯

年間収入は東京都が629.7万円と最も多く、
沖縄県が423.3万円と最も少ない

※　2018年11月から2019年10月までの収入（税込）
資料：全国家計構造調査結果
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）
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エネルギー 寄与度
その他 寄与度
総合 前年比

消費税率引上げ
（2014年4月）

消費税率引上げ
（2019年10月）

総合指数
前年比
-0.2%

資料：消費者物価指数

　2021年を月別にみると、４月に大手通信事業者等から
低廉な料金プランが提供されたことにより、通信料（携帯
電話）が下落に大きく寄与しています。
　一方で、原油価格の上昇により、４月以降はエネルギー

が上昇に寄与しています。さらに、年後半では、原材料価
格の高騰などを背景とした食料品の値上げにより、食料
が上昇に寄与しています。

消費者物価指数（全国）の前年同月比の推移（2020年１月～2021年12月）

　消費者物価指数は、世
帯（消費者）が購入する多
種多様な商品等の価格変
化を総合して、平均的な物
価の動きをみるための指
標です。「経済の体温計」と
も呼ばれ、経済政策を的
確に推進する上で極めて
重要な指標となっています。

消費者物価指数

資料：消費者物価指数

　近年の動きをみると、2008年は、世界的な原油価格や
穀物価格の高騰を受けて１％を超える上昇となりました。
その後、2012年まで下落傾向が続きましたが、2013年
以降は、2014年の消費税率引上げによる影響と、2016
年の原油価格による下落を除くと、緩やかな上昇傾向と
なっています。2020年は、新型コロナウイルス感染症の拡
大による世界経済の減速懸念を背景とした原油価格の下
落に伴い、エネルギーによる消費者物価への押し下げの
影響がみられます。

　2021年は、大手通信事業者等から低廉な料金プラン
が提供されたことにより、通信料（携帯電話）が下落した
影響などで、５年ぶりの下落となりました。

消費者物価指数（全国）の前年比の推移（2008年～2021年）

2021年の消費者物価指数は0.2％の下落
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※　レギュラーガソリン、セルフサービス式を除く（１L 当たり）。
資料：小売物価統計調査結果

　「ガソリン」※の小売価格は、2016年以降、OPECの原
油の生産調整（減産）などの影響により上昇傾向にありま
したが、2018年に入ると、概ね140円台から150円台で
推移するようになりました。その後、2020年には、新型コ

ロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、原油の需
要が世界的に落ち込んだことを受けて下落しましたが、
2021年に入ると、世界的な経済回復による原油の需要
増加などの影響により上昇しました。

「ガソリン」の小売価格の推移（2005年～2021年）-東京都区部

「ガソリン」の価格の動き

※１　１パック（350ml入り６缶パック）の税込価格。発泡酒及びビール風アルコール飲料は含めない。
※２　仕入れ値に運送費、人件費などを含めた「総販売原価」を下回る価格で販売した小売店の酒販売免許取消し等、公正な取引を図るため、販売規制を強化する
　　　内容の法改正
※３　2020年10月１日からの段階的な税率の改正で、酒の種類により税率の引上げ・引下げが異なる。
資料：小売物価統計調査結果

　「ビール」※１の小売価格は、2017年６月の酒税法改正※２の影響により1,202円に上昇した後は下落傾向にありました
が、2019年10月の消費税率引上げにより1,184円に上昇しました。その後、2020年10月の酒税法改正※３によるビール
の税率引下げの影響で、1,129円に下落しました。

「ビール」の小売価格の推移（2013年～2021年）-東京都区部

「ビール」の価格の動き
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01020304050607080 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
（百万人）

北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県

2012年
2016 年

2012年
2016 年

（万事業所）

事
業
所
数

従
業
者
数

2012年
5,768,489
事業所

2012年
55,837,252

人

2016年
56,872,826

人

2016年
5,578,975
事業所

農林漁業（個人経営を除く）

その他の産業生活関連サービス業，娯楽業

運輸業，郵便業
卸売業，小売業 不動産業，物品賃貸業

鉱業，採石業，砂利採取業
製造業 情報通信業

医療，福祉宿泊業，飲食サービス業
金融業，保険業

建設業

第一次・第二次産業 第三次産業

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0
（％）

1.1 1.8 0.80.80.80.8 7.97.97.97.9 9.5 7.6 14.313.321.810.00.7 0.0 11.2

企業等数

24.4 3.7 4.0 30.8 7.7 2.8 1.6 2.8 6.90.3 0.1 6.7 8.2

売上高

　都道府県別に事業所数をみ
ると、東京都が68万６千事業所
（全国の12.3％）と最も多く、次
いで大阪府が42万３千事業所
（同7.6％）、愛知県が32万３千
事業所（同5.8％）などとなって
います。2012年と比べると、宮
城県、沖縄県を除く45都道府
県で減少となっています。
　従業者数をみると、東京都が
900万６千人（全国の15.8％）
と最も多く、次いで大阪府が
439万３千人（同7.7％）、愛知
県が375万人（同6.6％）などと
なっています。2012年と比べる
と、宮城県、東京都、沖縄県な
ど、29都道府県で増加となって
います。

都道府県別事業所数及び従業者数（2012年、2016年）

事業所数は45都道府県で減少、従業者数は29都道府県で増加

資料：経済センサス - 活動調査結果

　2016年６月１日現在の企業等数は385万６千企業で、産業大分類別にみると「卸売業，小売業」（全産業の21.8％）が
最も多くなっています。2015年の売上（収入）金額は1624兆７千億円で、産業大分類別にみると「卸売業，小売業」（同
30.8％）が最も多くなっています。

産業大分類別企業等数（2016年）、売上高（2015年）

企業等数及び売上高は「卸売業，小売業」が最多

資料：経済センサス - 活動調査結果
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0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0
（％）

調査対象産業計

建設業

製造業

卸売業，小売業

宿泊業，
飲食サービス業

生活関連サービス業，
娯楽業

50歳未満 50～59歳 60～69歳 70歳以上 不詳

13.0 16.7 27.0 42.8

10.9 16.3 37.1 34.6

8.5 15.0 26.6 49.5

11.1 15.1 25.8 47.6

15.8 16.1 29.1 38.6

15.8 18.4 23.5 41.9

その他のサービス業※ 13.3 18.0 26.4 41.7

約４割は
70歳以上

※　「その他のサービス業」とは、日本標準産業分類「G情報通信業」、「H運輸業，郵便業」、
　　「J金融業，保険業」、「K不動産業，物品賃貸業」、「L学術研究，専門・技術サービス業」、
　　「O教育，学習支援業」、「P医療，福祉」、「Q複合サービス事業」及び「Rサービス業（他に
　　分類されないもの）」を一つにまとめたもの
注　事業主の年齢は2020年６月１日現在のもの
資料：個人企業経済調査結果

　個人企業について、事業主の年齢階級別に企業の割合をみると、事業主の年齢が70歳以上の企業の割合は42.8％と
全体の約４割を占めています。
　産業別にみると、70歳以上の割合は「製造業」が49.5％と最も高く、次いで「卸売業，小売業」が47.6％などとなっています。

産業別にみた事業主の
年齢階級別個人企業の割合（2020年）

個人企業の事業主の約４割は70歳以上
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（
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）
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0.0
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-10.0

-15.0

-20.0
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1
月
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14.014.0

-23.2-23.2

2021年

2020年
180.0
160.0
140.0
120.0
100.0
80.0
60.0
40.0
20.0
0.0

-20.0
-40.0
-60.0
-80.0
-100.0

（%）

鉄
道
業

道
路
旅
客
運
送
業

航
空
運
輸
業,
郵
便
業

（
信
書
便
事
業
を
含
む
）

宿
泊
業

飲
食
店

そ
の
他
の
生
活

関
連
サ
ー
ビ
ス
業

（
旅
行
業
を
含
む
）

娯
楽
業

2021年
2020年

42.142.1

-63.8 -59.5
-82.7 -81.0

-56.8
-68.9

-57.2

32.632.6

131.8131.8

163.3163.3

16.416.4 24.824.8

90.2

-10.2

-2.3

-15.8

-3.1 -3.2

-26.4
-12.8

-3.6 -5.5

-28.1

注　2021年10月～12月は速報値
資料：サービス産業動向調査結果

　2021年４月及び５月のサービス産業の売上高は、新型
コロナウイルス感染症の影響で前年同月に売上高が減少
した反動により大きく増加しました。特に、2021年５月の
売上高対前年同月比は、「サービス産業計」で14.0％増と
なりました。前年同月（2020年5月）の減少幅が大きかっ
た産業中分類別にみると、「宿泊業」は同163.3％増、「航
空運輸業，郵便業」は同131.8％増、「娯楽業」は同90.2％

増と大きく増加しています。一方、「飲食店」は同16.4％
増、旅行業を含む「その他の生活関連サービス業」は同
24.8％増にとどまり、新型コロナウイルス感染症の再拡大
による緊急事態宣言、まん延防止等重点措置の発出に伴う
外出自粛要請等により、外食、旅行需要等が減退したこと
がうかがえます。

サービス産業の売上高対前年同月比の推移
（2020年１月～2021年12月）

新型コロナウイルス感染症拡大による2020年の売上高減少の反動

資料：サービス産業動向調査結果

　2020年各月のサービス産業の売上高の平均は30兆2401億円となり、前年と比べると10.2％の減少となっています。
産業大分類別にみると、「宿泊業，飲食サービス業」（前年比28.1％減）、「生活関連サービス業，娯楽業」（同26.4％
減）など全産業で減少となっています。

サービス産業の売上高対前年比（2020年）

サービス産業の売上高は10.2％の減少

2020年５月及び2021年５月の売上高対前年同月比
（2020年５月の減少幅が大きい産業中分類７産業）

「サービス産業計」の売上高対前年同月比
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女性研究者数（　左目盛）

研究者に占める女性の割合（　右目盛）

13.8

15万
8900人

16万
6300人

14.0
14.4 14.6

14.7
15.3

15.7
16.2

16.6
16.9

17.5

注　各年度末現在の値
資料：科学技術研究調査結果

　日本の女性研究者数（実数）
は、2021年３月31日現在、16
万6300人で、前年と比べ4.6％
の増加となり、過去最多を更新し
ています。
　また、研究者全体に占める女性
の割合は17.5％で、前年と比べ
0.6ポイントの上昇となり、過去
最高を更新しています。　

女性研究者数（実数）及び女性の割合の推移
（2010年度～2020年度）

日本の女性研究者数は過去最多

注１　研究費は、OECD 購買力平価（OECD「Main Science and Technology Indicators」）により換算
注２　日本の研究費は、「大学等」の研究費のうち「人件費」について、文部科学省「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」から得られた
　　　フルタイム換算係数を用いて換算
注３　日本以外は暦年
資料：日本は科学技術研究調査結果、他国はOECD「Main Science and Technology Indicators」

　2020年度の日本の研究費は1714億ド
ルとなっています。主要国（G７、中国、韓国
及びロシア）と比較すると、アメリカ、中国に
次ぐ３番目の規模となっています。

主要国における研究費の推移（専従換算値）
（OECD購買力平価換算 2010年度～2020年度）

日本の研究費は主要国の中で３番目

4.6%
増
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グローバル指標　10.2.1 中位所得の半分未満で生活する人口の割合

全国家計構造調査 2019年　相対的貧困率　9.5%

ゴール10
各国内及び各国間の不平等を
是正する

グローバル指標　9.5.1 GDPに占める研究開発への支出

グローバル指標　9.5.2 100万人当たりの研究者（フルタイム相当）

科学技術研究調査 2020年度　3.29%

科学技術研究調査 2020年度　5,501人

ゴール９
強靱（レジリエント）なインフラ
構築、包摂的かつ持続可能な
産業化の促進及びイノベーショ
ンの推進を図る

2021年平均　男女計 2.8%、男 3.1%、女 2.5% 

グローバル指標　8.5.2 失業率

労働力調査

ゴール８
包摂的かつ持続可能な経済成
長及びすべての人々の完全かつ
生産的な雇用と働きがいのある
人間らしい雇用(ディーセント・
ワーク)を促進する

グローバル指標　5.4.1 無償の家事・ケア労働に費やす時間の割合

グローバル指標　5.5.2 管理職に占める女性の割合

社会生活基本調査 2016年　女 15歳以上 15.1%、男 15歳以上  3.1%

労働力調査 2021年平均　13.2%

ゴール５
ジェンダー平等を達成し、すべ
ての女性及び女児の能力強化
を行う

グローバル指標

3.8.2 家計の支出又は所得に占める健康関連支出が大きい人口の割合

　健康関連支出の割合10%超 10.9%家計調査 2020年平均

ゴール３
あらゆる年齢のすべての人々の
健康的な生活を確保し、福祉を
促進する

SDGグローバル指標に活用されている統計局の主な統計調査結果

　SDGｓの推進状況を的確に把握するための
指標として、2017年７月の国連総会で247の
グローバル指標（2021年８月現在）が承認さ
れており、多くの統計調査の結果が活用されて
います。

統計調査とSDGs

　SDGs（Sustainable Development Goals）
とは、2015年の国連サミットで採択された、「誰
一人取り残さない」持続可能でよりよい社会の
実現を目指す世界共通の目標です。
　2030年を達成年限とし、17のゴールと169の
ターゲットから構成されています。

SDGsとは

注　定義や作成方法は外務省 HP（https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/statistics/）参照
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デジタル古資料貴重な集計機類大正期からの史料

統計150年の年表統計偉人パネルエントランス（統計150年企画展示）

統計博物館（展示コーナー）

　明治・大正期は、杉亨二（総合統計書、人口センサス）、大隈重信（統計院）、原敬（第1回国
勢調査）、戦後は吉田茂（統計の再建）らの偉人によって我が国の統計の礎が築かれました。
　その後、現代まで統計の整備・再構築がなされ、この間、政府統計の理念は行政のための
統計から社会の情報基盤としての統計に位置付けられるようになりました。

すぎこうじ おおくましげのぶ はらたかし

よしだしげる統計150年の
軌跡

　明治４年（1871年）に、統計局の前身である太政官正院に政表課が設置されてから150年
を迎えました。
　統計150年を記念してリニューアルした『統計博物館』では、明治初期からの統計に関する
貴重な文献、第１回国勢調査に係る資料のほか、明治期の偉人と統計との関わりや、戦後日本
の統計制度の再建など、統計150年の軌跡をたどる展示を行っています。

※ 多数の小型サーバをネットワークで接続したシステムを中核とするシステム
人物画像の出典：「近代日本人の肖像」（国立国会図書館デジタルコレクションより）

太政官正院に政表課が置かれてから150年を迎えました。令和3年（2021年）

我が国初の大規模人口調査
「甲斐国現在人別調」を実施。
これを主導したのは政府統計
の責任者であった杉亨二

明治12年（1879年）

平民宰相として知られる
総理大臣原敬の下、
第１回国勢調査を実施

大正９年（1920年）

大隈重信は統計機構の拡大
強化として統計院を設立、
初代統計院長に就任

明治14年（1881年）

吉田茂総理大臣の下、統計
及び統計制度の再建として、
統計法案の立案に着手
（翌年「統計法」を公布）

昭和21年（1946年）

明治

大正

昭和

平成

令和

昭和30年代半ば以降、情報処理が大きく進展

昭和50年 電子媒体による
結果報告書等の提供開始

昭和36年 大型コンピューターが統計局に
初めて導入（日本政府で２番目）

平成20年 政府統計の総合窓口
e-Statの本運用開始

平成22年 大型コンピューターから
オープンシステム※へ移行

平成27年 国勢調査において、
オンライン調査の全国展開

太政官正院に統計を専管する政表課が置かれる。明治4年（1871年）

【P28】【コラム２－統計博物館（仮）－】
「統計博物館」～統計150年の軌跡～コラム
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自社の売上データ等

統計情報
データベース

自治体の
情報システム

公表

API機能

民間企業の
情報システム

連動

分析

○○県人口動態
統計調査結果

インターネット上のデータ等
（電子地図、分析ツール等）

インターネット

e-Statのデータが更新さ
れると、ユーザーのデータ
も自動的に更新される。

政府統計を、自社のデータ
や電子地図、分析ツールな
どと組み合わせることによ
り、時系列や地理空間情報
による高度な分析が可能。

※ API（Application Programming Interface）
外部のシステムが自動で統計データの取得ができるようになる機能

　政府統計の総合窓口（e-Stat）のAPI機能を利用するこ
とで、e-Statのデータ更新に合わせたデータの自動取得や
e-Statに収録された統計データと利用者の保有データを
組み合わせた分析処理の自動化などが可能になります。

3 API※機能

利用者保有のデータ 政府統計のデータ

集計エリアの
統計データ集計結果

集計エリア

集計エリアの避難ビル
収容人数等集計結果

集計エリアの屋外避難場所
収容人数等集計結果

jSTAT MAPの活用例選択したエリアの
統計レポート

プロット集計 平成27年国勢調査小地域集計※ GIS：Geographic Information Systemの略。地理空間に関する情報などを扱う機能

■利用者の保有するデータと政府統計データを合わせて地図上に表示する機能
■任意に指定したエリアにおける統計算出機能
■地域分析レポート作成機能

　統計データを地図ソフトで利用できる境界データのダウン
ロードや、統計を地図上で可視化する「地図で見る統計
（ jSTAT MAP）」が利用できます。
　jSTAT MAPは、主に以下の機能を提供しており、統計地図
の作成や防災、施設整備、市場分析等の地域分析が可能です。

2 統計GIS※統計GIS※

■公的統計を見える化、簡単な操作で利用可能
■地域別や時系列での比較可能
■利用者のニーズに対応

　統計ダッシュボードは、主な統計データをグラフや時系列などに加工
して一覧表示し、視覚的に分かりやすく提供するWebサイトです。

1 統計ダッシュボード統計ダッシュボード

統計ミクロデータの利用、API等の開
発者向け機能の
紹介、調査で使
用した調査票の
サンプルなどを
見ることができ
ます。

C 統計データの高度利用等
統計データをより便利に使えるよう、グ
ラフや地図での可視化、地域の比較に
特化した機能を使うことができます。

B 統計データを活用する
目的とする統計データを探し、表やグ
ラフで見たり、ダウンロードすることが
できます。

A 統計データを探す

A

B

C

1 2

3

　政府統計の総合窓口（e-Stat）は、各府省
が公表する統計データの取得、地図上に表
示する機能等を備えた政府統計のポータル
サイトです。

政府統計の総合窓口
（e-Stat）

統計情報の利用について 1 統計データの提供 統
計
情
報
の
利
用
に
つ
い
て

統
計
デ
ー
タ
の
提
供
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■統計局が実施している統計調査の結果等を素材と
して用いた、実践的な授業モデル等を掲載

統計学習の指導のために（先生向け）
■統計に親しみを感じながら、統計の基礎知識、集計
データの解析方法等、様々な角度から統計を学ぶ
ことができるサイト

「なるほど統計学園」（小学生～高校生向け）
統計学習サイト

■都道府県・市区町村、世界の各国から
統計データの検索が可能

■興味がある分野から統計データの検索が可能
■興味があるキーワードから関連の深い
統計データを表示することが可能

　小・中学生が、自分の住んでいる地域や、授業に出てくる
キーワードなどから統計データを探すことができる検索サイト

キッズすたっと～探そう統計データ～

■データの活用方法や統計の知識を
“いつでも誰でも気軽に学べる”統計力向上サイト

■「プレゼングラフ作成のポイント」などのビジネス
　活用に役立つコンテンツや、「データサイエンス・
　オンライン講座」の開講状況を掲載

統計力向上サイト
「データサイエンス・スクール」

オンライン講座の
ご案内は、こちら
のページからご覧
いただけます。

●社会人のためのデータサイエンス入門
●社会人のためのデータサイエンス演習
●誰でも使える統計オープンデータ

講座

■自らの学びをサポートするウェブ上で誰でも無料で参加可能な
オープンな講義

「データサイエンス・オンライン講座」

　統計局では、データに基づいて課題を解決する“データサイエンス”力の高い人材育成のための取組や統計リテラシーの
普及・啓発のため、教育現場等での統計学習に役立つサイトの提供を行っています。
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https://www.stat.go.jp/data/sougou/index.html

　統計局では、統計局を始め各府省や国内外の機関が作成した統計調査の結果
や業務報告などに基づく統計データを、国土、人口、経済、社会、文化等の広範な
分野にわたって総合的・体系的に整備し、「日本統計年鑑」などの総合統計書とし
て編集、刊行しています。
　刊行している全ての総合統計書は、統計局ホームページでも提供しています。

総合統計書

全文閲覧できます。

　統計に関する話題や動きなど広く情報を提供
しています。

統計局公式Facebook
　公表された主な調査結果の要約や統計局からの
お知らせなどを配信しています。

統計メールニュース

●統計局が実施する統計調査の結果の概要や統計データ
●統計トピックス、統計Todayなどの分析レポート
●e-Statや統計ダッシュボード、統計学習サイトなどへの
リンク
●実施中の調査の案内、よくある質問、組織紹介、
国際統計活動の紹介　など

主な掲載内容

　統計局が作成する統計調査の結果、統計研究研修所の研究・
研修活動など、各種情報をリアルタイムで提供しています。

統計局ホームページ
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・研究事例（研究報告や人材育成に寄与する情報を掲載）
・利活用相談（データ利活用に関する相談窓口の紹介）
・利活用ツール（データ利活用に役立つツール等の紹介）

相談アドバイザーや便利ツールもチェック！
■利活用研究・相談・ツール

・レクチャー編（有識者による動画解説）
・ゼミナール編（データ利活用の進め方及び演習）
・キーワード編（知っておきたい基本用語を解説）

地方公共団体のデータ利活用やEBPMを以下のコーナーで応援！
■EBPM活用塾
地方公共団体における優れた取組のきっかけや流れを分かりやすく紹介

地方公共団体ならではの
参考になる事例紹介！

■先進事例

　総務省（統計局）では、地方公共団体のためのデータ利活用支援
サイト「Data StaRt（データ・スタート）」を運用し、地方公共団体の
データ利活用の取組を情報面から支援しています。

「Data StaRt（データ・スタート）」
～地方公共団体のためのデータ利活用支援サイト～

・住民の特徴（健康診断結果等）と生活習慣病等の関係
・新型コロナウイルス感染症が重症化する背景因子等

研
究
例

●保管データは匿名化したデータであり
　学術機関から研究目的での提供依頼にも対応

ヘルスケアデータ連携システムイメージ

医療
レセプト

医療
レセプト

後期高齢者
医療 国民健康保険

神戸市

介護保険 生活保護 予防接種
住民
基本台帳

健診
データ
※後期高齢者
　医療含む

介護
レセプト

認定
調査票

医療
レセプト

健診
データ

接種
データ

転入・転出
死亡年月日等

データ提供
（必要なデータのみ）

学術機関
（大学・研究機関） データセンター

専用端末
・個人を特定できるデータを削除
・各データを連結
・統計解析 ・検証

●令和２年11月に運用開始
●個別業務システムの保有データを連結し
　悉皆性の高いデータを分析
→市民全体の健康状態や課題把握、
　保健事業の効果検証が可能

ヘルスケアデータ連携システムの活用

カテーテル手術の件数
（新型コロナウイルス感染症の
疫学研究より）
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科学的根拠に基づく保健事業の推進による市民
サービスの向上を目指し、医療・介護等のデータを
一括把握、健康課題の整理・分析を通じて高齢者
の保健事業と介護予防を一体的に推進すること

問題及び課題
超高齢社会において健康寿命の延伸と
健康格差の解消が重要

■医療・介護のレセプトデータや健診データを連結・匿名化した「ヘルスケアデータ連携システム」を新たに整備
■市民全体の健康状態や課題把握、保健事業の効果検証が可能となり、市民サービスの向上に寄与

日本初の神戸市のヘルスケアデータ連携システム統計
局長賞
兵庫県神戸市

●科学的根拠に基づく効果検証
●PDCAサイクルの確立
●分析の精度向上
●市民の行動変容
●スモールサクセスの積み重ね

取組の継続とブラッシュアップ

デ
ー
タ・

ノ
ウ
ハ
ウ
の

蓄
積

●保健師、医療機関、民生委員等
　による対象者への適正な支援
●コロナ禍でのデータ利活用に
　よる必要最低限の訪問・支援

課題解決に向けた取組
優
先
順
位
の

明
確
化
・

見
え
る
化

統計データと個人データ
（レセプト）の活用
→エビデンス

ハイリスク者の抽出・階層化

高齢者の重症化予防・介護予防の『佐賀市モデル』の確立

◎ 医療・介護等ビッグデータを活用し、関係者が連携して重症化リスクの高井高齢者の介護予防を実施

レセプトデ
ータ等

の分析・対
象者抽出 対象者への

アプローチ
P D

C

ハイリスク者抽出・優先順位付け
対象者への最適な支援・確実な成果

データ分析・抽出（国保蓮へ委託）

個人毎のデータを追跡し、分析・検証

選択と集中による個別支援の充実

□ 医療・介護・調剤・健診データ
　（KDB・レセプト等データ）
□ 佐賀市独自の高齢者実態調査データ
　（フレイルデータ・独居等の全数調査）
□ 介護予防教室の参加者データ

● 通いの場等への参加支援
● 適切なケアマネジメント

＜介護予防＞

● 保健指導（食事・運動）
＜重症化予防＞

□ 個別訪問
□ ハガキ勧奨　など

生活習慣病・フレイル・
認知症・コロナ禍虚弱

＜連携体制＞
共通のビジョン

● 市（高齢福祉課・保険年金課・
　 健康づくり課）、後期高齢者
　 医療広域連合、中部広域連合、
　 県
● 保健師・ケアマネージャー等
　 専門職
● 民生委員等地域の支援者
● 各種交付金等の活用

佐賀市

中部広域後期連合

佐賀県

取組の効果
検証A

科学的根拠に基づく効果的・効率的な対
象者の抽出や、介護予防のための最適な
支援を行う『仕組みづくり』が急務

課題
今後、高齢化の進展やコロナ禍により、
フレイルや認知症など、何らかの支援が
必要な高齢者が更に増加していく

問題

■医療・介護等ビッグデータを活用し、関係者が連携して重症化リスクの高い高齢者の介護予防を実施
■関係者が共通のビジョンを持ち、優先順位や役割分担を明確化し、地域との一体的な取り組みを実施

介護予防DX～医療データに基づく介護予防推進事業～総務
大臣賞
佐賀県佐賀市

　総務省（統計局）では、統計データを利活用した行政施策の立案や行政サービスの改善等、優れた取組
を進める地方公共団体に対して、表彰を行っています。令和３年度に実施した第６回「地方公共団体における
統計データ利活用表彰」の総務大臣賞及び統計局長賞は次のとおりです。

地方公共団体における統計データ利活用表彰

統
計
情
報
の
利
用
に
つ
い
て

統
計
デ
ー
タ
の
利
活
用

４
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地域を緯度・経度に基づき隙間なく格子状の区域に分けて、
それぞれの区域に関する統計データを編成したもの

地域メッシュ統計

地域に関する統計

［毎月］国民の消費生活上重要な商品の小売価格、
サービスの料金及び家賃を把握

小売物価統計調査 関連ページ

▲

22

［毎月］全国の世帯が購入する財及びサービスの価格を
総合した物価の変動を時系列的に測定

消費者物価指数（CPI） 関連ページ

▲

21

物価に関する統計

［毎月］世帯における家計収支の実態を把握
家計調査 関連ページ

▲

18，19

［毎月］ICT関連の消費やインターネットを利用した購入
状況、購入頻度が少ない高額商品・サービスの消費等の
実態を把握

家計消費状況調査 関連ページ

▲

20

［５年周期］全国及び地域別に世帯の消費・所得・資産に
係る水準、構造、分布などを把握

全国家計構造調査 関連ページ

▲

20

［毎月］単身世帯の家計収支を調査し、消費動向を把握
家計消費単身モニター調査

［毎月］単身世帯を含めた世帯全体の消費動向と経済全体
の消費変動を包括的に把握

消費動向指数（CTI）

家計の実態を明らかにする統計

［毎年］日本における科学技術に関する研究活動の
実態を把握

科学技術研究調査 関連ページ
▲

26

科学技術に関する統計

事業所・企業に関する統計

［５年周期］事業所及び企業の経済活動の状態を明らか
にし、日本における包括的な産業構造を把握

経済センサス 関連ページ

▲

23

［毎年（経済センサス-活動調査実施年を除く）］
全産業の付加価値等の構造を把握

経済構造実態調査

［毎年］個人企業の経営実態を明らかにし、
景気動向を把握

個人企業経済調査 関連ページ

▲

24

［毎月］サービス産業全体の生産・雇用等の動向を把握
サービス産業動向調査 関連ページ

▲

25

社会生活の実態を明らかにする統計

［５年周期］国民の生活時間の配分及び余暇時間における
主な活動の状況など、国民の社会生活の実態を把握

社会生活基本調査 関連ページ

▲

12，16，18

国民の就業・不就業の状態を
明らかにする統計

［毎月］完全失業率など日本の雇用・失業の状態を把握
労働力調査 関連ページ

▲

13，14

［５年周期］日本の就業及び不就業の状態を明らかにし、
全国及び地域別の就業構造を把握

就業構造基本調査 関連ページ

▲

２～５

住宅・土地の実態を明らかにする統計

［５年周期］住宅及び世帯の居住状況等の実態を把握
住宅・土地統計調査 関連ページ

▲

11

人口に関する基本的な統計

［５年周期］国内の人口・世帯の実態を把握
国勢調査 関連ページ

▲

６～８，10，15～17

［毎月］住民基本台帳に基づき、毎月の国内における
人口移動の状況を把握

住民基本台帳人口移動報告 関連ページ

▲

9

［毎月］国勢調査とその次の国勢調査の間の時点に
おける毎月の人口の状況を把握

人口推計
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所在地
開館時間
休館日

〒162-8668 東京都新宿区若松町19-1　総務省第2庁舎敷地内
平日9:30～17:00（入館無料）
土曜日、日曜日、国民の祝日・休日及び年末・年始

〒162-8668 東京都新宿区若松町19-1　［電話］03-5273-2020　［ホームページ］https://www.stat.go.jp/

●都営大江戸線　若松河田駅から徒歩約5分
●東京メトロ副都心線　東新宿駅から徒歩約10分
●東京メトロ東西線　早稲田駅から徒歩約15分

地下鉄

（新大久保・大久保駅から）
●新橋駅行き　飯田橋駅行き（約10分）
国立国際医療研究センター前下車すぐ

都営バス

総務省統計図書館
　総務省統計図書館は、統計の専門図書館です。総務省統計局所
管の各種統計報告書などを収集保存しており、どなたでも利用す
ることができます。図書以外にも電子資料（マイクロフィルム等）の
閲覧も可能です（事前予約制）。

統計博物館
　統計博物館は、広く統計への関心を深め、統計調査に対するより
一層の御理解をいただくことを目的として開設しました。館内には、
明治初期からの統計に関する貴重な文献を始め、古い集計機器を
展示しています。

https://www.stat.go.jp/museum/toukei150/index.html

ホームページ

ホームページ

統計150年ポータルサイト

統計図書館・統計博物館

https://www.stat .go.jp/l ibrary/
電　話 03-5273-1132

ー図書館内の様子ー

統計博物館に団体でお越しの場合は、
下記まで予約の連絡をしてください。

［電　話］03-5273-1187  （統計博物館）
［メール］stat_museum@soumu.go.jp

https://www.stat.go.jp/museum/index.html

辛未政表など
辛未政表は、太政官政表課に
おいて編集・刊行された最古
の政府総合統計書。

しんびせいひょう
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国立国際医療
研究センター前
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総務省第2庁舎
　総務省統計局
　統計図書館
　統計博物館

総務省統計局 検索

総務省統計局アクセス

統計図書館●統計博物館の御案内

（令和4年 4月発行）


